
N 身体拘束廃止宣言

私達おばま温泉グループホーム湯之崎の職員は、入居者様の尊厳を守る為、介護保

その

①動き回らない

④点滴・経管栄養等のチューブを抜かないように、四肢をひも等で縛る

⑤点滴・経管栄養等のチューブを抜かないように、又は皮膚をかきむしらないように、

手指の機能を制限するミトン型の手袋等をつける

りしないように、Ｙ字型抑制帯や

⑦

⑧脱衣やおむつはずしを制限するために、介護衣（つなぎ服）を着せる

⑨他人
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☝身体拘束適正化に関する基本的考え方

１．身体拘束は原則として実施致しません。

２．入居者様の人権を一番に考慮

３．創意工夫を忘れません。

４．入居者様ご本人の心身の安全面、他の入居者様の心身の安全面の確保などの際におい

て、緊急を要し他に代替の方法がなく、ご家族様の同意があった場合においてのみ、やむを

得ず、ごく短時間実施します。その際は、身体拘束廃止に向けてありとあらゆる手段を講じ

ます。

５．福祉のサービスの提供に誇りと自信を持ちます。

⑪



☝身体的拘束適正化委員会その他施設内の組織に関する事項

♦身体拘束を適正化することを目的として、『身体拘束適正化委員会』を設置する。

♦

♦身体拘束適正化委員会は２ヶ月に1回開催する、当ホームの運営推進会議を活用し、次の

事を検討する。

（１）高齢者虐待・身体拘束等に関する規程及びマニュアル

認する。

（３）虐待又は身体拘束等の兆候がある場合には慎重に調査し、検討及び対策を講じる。

（４）教育研修の企画･実施について検討する。

入居者様

する。

☝身体的拘束等の適正化のための職員研修に関する基本方針

♦職員会議等の機会において、指針やマニュアルを徹底する。身体拘束適正化マニュアルに実

♦新人採用時には、身体拘束の研修を必ず実施する。

☝施設内で発生した身体的拘東等の報告方法等のための方策に関する基本方針

介護保険指定基準の身体的拘束禁止規定
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の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他入所

♦身体拘束 の３つの原則

１．身体拘束を誘発する原因を探り除去する

身体拘束

するケアが必要である。

２．５つの基本ケアを徹底する

しやすい状況をつくらないようにすることが重要である。（詳細はマニュアルに掲載）

①起きる ②食べる ③排泄する ④清潔にする ⑤活動する（アクティビティ）



３．身体拘束廃止をきっかけに「よりよいケア」の実現をめざす

※身体的拘束廃止フローチャート参照

身体的拘束廃止 フローチャート

現場で身体拘束を必要と考えられる事態発生

È

・非代替性 ・一時性 のチェック

È

È夜間及び突発的・緊急時

È

身体拘束実施
È

È

『身体拘束廃止計画書』の作成

È
È

【別紙３】

入居者様及びご家族様に報告

È 入居者様及びご家族様に報告

ÈÈ

『身体拘束廃止計画書』の作成

È
È

【別紙１】

入居者様及びご家族様に報告

È 身体拘束実施
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ÈÈ

身体的拘束等適正化のための指針を参照し現場で検討を

È

緊急やむを得ない身体拘束に関する経過観察･再検討記録の記載

È 【別紙２】

È

È

入居者様及びご家族様に報告

È

身体拘束廃止



身体拘束に関する説明書・経過観察記録
（『身体拘束ゼロへの手引き』厚生労働省、2001）

【別紙１】

緊急やむを得ない身体拘束に関する説明･承諾書

様

１．あなたの状態が下記のＡＢＣをすべて満たしているため、緊急やむを得ず、下記の
方法と時間等において最小限度の拘束を行います。

２．ただし、解除することを目標に鋭意検討を行うことを約束いたします。

Ａ 入居者様ご本人又は他の入居者様等の生命又は身体が危険にさらされる可能性が著し
く高い

Ｂ 身体拘束その他の行動制限を行う以外に代替する看護・介護方法がない
Ｃ 身体拘束その他の行動制限が一時的である

個別の状況による
拘束の必要な理由

身体拘束の方法
〈場所、行為（部位・内容）〉

拘束の時間帯及び時間

特記すべき心身の状況

拘束開始及び解除の予定
月 日 時から
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月 日 時まで

上記の通り実施いたします。

平成 年 月 日

施設名 ㊞

代表者 印

記録者 印

（入居者様・ご家族様の記入欄）

上記の件について説明を受け、確認致しました。

平成 年 月 日

氏 名 印

（本人との続柄 ）



【別紙２】

緊急やむを得ない身体拘束に関する経過観察･再検討記録ｱ

様

年／月／日
時

日々の心身の状態等の観察・再検討結果
カンファレンス
参加者名

記録者
サイン
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【別紙３】

身体拘束廃止計画書

入居者様ご氏名： 様

生 年 月 日： Ｍ ･ Ｔ ･ Ｓ 年 月 日（ 男 ･ 女 ）

計 画 年 月 日： 年 月 日

入居者様の状態
□切迫性 □非代替性 □一時性 （ ■有 □無 ）

記録：

想定される原因

記録：

具体的対応策

記録：
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具体的スケジュール

記録：

備考

記録：

施設長 ホーム長 職種:



☝身体的拘束発生時の対応に関する基本方針

♦身体拘束 緊急やむを得ない場合については、下記の運用によ

るものとする。

生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合」には身体拘束が認められている

確認等の手続が極めて慎重に実施されているケースに限られる。

※「緊急やむを得ない場合」の対応とは、これまで述べたケアの工夫のみでは十分に対処出来な

むを得ない」ものとして身体拘束 って慎重な判断を

１．３つの要件をすべて満たすことが必要

以下の３つの要件をすべて満たす状態であることを職員会議や「身体拘束適正化委員会」

等で検討、確認し記録しておく。

性 入居者様本人又は他の入居者様等の生命又は身体が危険にさらされる可

能性が著しく高いこと。

身体拘束

活等に与える影響を勘案し、それでもなお身体拘束

入居者様本人等の生命又は身体が危険にさらされる可能性が高

いことを、確認する必要がある。

非代替性 身体拘束

身体拘束を

入居者様本人等の生
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命又は身体を保護するという観点から他に代替手法が存在しないことを複

数のスタッフで確認する必要がある。また、拘束の方法自体も、本人の状態

一 時 性 身体拘束

も短い拘束的時間を想定する必要がある。

２．手続きの面でも慎重な取り扱いが求められる

（１）「緊急やむを得ない場合」に該当するかどうかの判断は、

『身体拘束適正化委員会』

（２）入居者様本人やご家族様に対して、身体拘束



は 及び もしく 身体拘束につ

いて施設としての考え方を入居者様やご家族様

あっても、実際に身体拘束

かどうかを常に観察、再検討し、要件に該当しなくなった場合には直ちに解除する。

この場合には、実際に身体拘束を一時的に解除して状況を観察するなどの対応を

とること。

３．身体的拘束に関する記録が義務づけられている

（１）緊急やむを得ず身体拘束 、その態様及び時間、その際の入居者様

（２）具体的な記録は「身体拘束に関する説明書・経過観察記録」を使用する。記録に

とに逐次その記録を加えるとともに、それについて情報を開示し、職員間、施設全体、

ご家族様

おいてもきちんと整備し閲覧して頂けるようにする。

☝入所者等に対する当該指針の閲覧について

♦当該指針は、各ユニットにあるマニュアルと共に、全ての職員が閲覧可能とする。

♦ ご家族様からのお申し出あれば適宜閲覧可能とする。

☝その他身体的拘束等の適正化の推進のために必要な基本方針
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身体拘束等をしないサービスを提供していくためには、施設サービス提供に関わる職員全体で以

＊ 身体拘束等を いないか。

＊ 身体拘束 っていないか。

＊ 身体拘束

等を いないか。

＊ 身体拘束 っていないか。

＊サービスの提供の中で、本当に緊急やむを得ない場合にのみ身体拘束等を必要と判断

しているか。本当に他の方法はないか。

※身体拘束 、情報を公表することが、職員としての責務です。

※


